
報告第６号 

 

宍粟メイプル株式会社令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等の提出について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の５第１項の規定により、宍粟メイプル株式会社

の令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等を提出する。 

 

  令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  
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報告第７号 

 

播磨いちのみや株式会社令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等の提出について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の５第１項の規定により、播磨いちのみや株式会

社の令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等を提出する。 

 

  令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  
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第２７期 道の駅播磨いちのみやの取組について 

（令和７年４月１日～令和８年３月 31 日） 

 

令和５年の定時株主総会において、‘花と緑‘道の駅構想３か年計画について取締役の皆

様にお諮りし、構想を進めるにあたり経費を要することについても異議なくご賛同いただ

き昨年より(株)ホームセンターアグロ様にご参画いただきご指導を賜りながら進めて参り

ました。着手し、いよいよ３年目を迎えました。 

 ‘花と緑‘道の駅構想３か年計画の根本である政治家大隈重信氏の思想（花と緑は、地域

社会や文化に七つの大きな効果をもたらず、感動、交流、健康、環境、教育、研究開発、

経済、国づくり町づくりにおいて大いに取り入れるべきである）を店頭オブジェに掲げ

日々花と緑を生業として七つの効果の意味を実感体感いたしました。当店に立ち寄られる

政治家の皆様にもご共感いただき進めております。 

 第 27 期は、2025 年４月‘開業 25 周年春の感謝祭イベント‘開催あらスタート、イベント

企画の段階で駐車場の混雑回避もイベント成功の要とし‘春の感謝祭‘を４月から６月まで

の３か月間開催、‘夏の感謝祭‘を７月から８月までの２か月間開催、‘秋の感謝祭‘を９月か

ら 11 月まで開催する事と致しました。 

感謝祭開催の目的 

１・客数増 

２・お買上点数増 

３・店舗のクオリティ向上 

 

《実施事項》 

①長期開催として駐車場の混雑を回避し高齢のお客様、一見のお客様にも気軽に安心して

ご来店いただく。 

②従来の大阪鶴見花市場に加え新たに岡山花市場とも４月より取引を開始する。 

③仕入れた花鉢を加工（寄せ植え・植え替え等）する。 

④‘花と共に‘をコンセプトとし毎週鮮度良く異なった品種の花々を仕入れ店頭展開し感謝

祭 25％割引する。（夏は観葉植物等） 

⑤和食レストランでは、顧客満足、リピーター確保、店頭販売商品の販促を目的として人気

メニュー（春は食後おふくろ定食）に、店頭販売ミニソフトクリームをご提供。 

⑥スタッフの志気力向上とお客様へ接遇向上。（若手スタッフの育成と組織力向上） 

 

また、イベント開催にあたりインスタグラム・チラシ配布（神戸市住宅地などでポスティン

グ）等で多くのお客様方に口コミで輪を広げていただけるように展開していきます 
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今後開催予定の夏・秋の感謝祭については、売店では、リピーターのお客様の多い旬の果物

販売を中心として新たな顧客開拓のための花と緑のイベントを継続し、店頭販売のソフト

クリームに果物を取り入れた‘播磨いちのみや‘独自のスペシャルソフトクリームを展開し

てまいります。 

 和食レストランでは、前期は休業日が多くお客様にご迷惑をおかけし客離れにつながり

ましたが、今期は、夏休みと秋の行楽シーズンは、人員調整を行い定休日を減らし増収をめ

ざします。このような取組みを実施し今期の計画は、別紙のとおりです。 
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報告第８号 

 

有限会社伊沢の里令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等の提出について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の５第１項の規定により、有限会社伊沢の里の   

令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等を提出する。 

 

  令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  
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令和７年度事業計画 伊沢の里 

 

コロナ禍よりようやく日常を取り戻し、待ち望んだ需要回復に向けての準備をしているところ、 

宿泊、飲食共に徐々に団体予約が入るようになってまいりました。 

インバウンド需要も観光地を中心に増加していることを受けて遠隔地である当地にも僅かでは 

有りますが来客も見えます。長らく人々が我慢していた会食需要の回復、拡大の受け皿としての 

利用を目論見ます。しかしながら今後は少子化、人口減少等マーケットの縮小は避けられず、 

独自性と単価アップの高付加価値の追求、人手を省き効率化を求めなければなりません。 

 

＜宿泊部門＞ 売上目標 25,000 千円 

「ほっと、ひといき」の気取らない宿として便利で快適に滞在していただくことを目標とします。 

ハイシーズン、オフシーズンの価格帯の変更による利益の確保に努めます。 

オフシーズン、平日の稼働率を上げる事が重要であるため、ビジネス客の集客を継続します。 

今後の観光旅行者の増加に伴うインバウンドの獲得にも力を入れます。 

 

＜入浴部門＞ 売上目標 17,000 千円・指定管理料 11,818 千円 

地域住民の銭湯としての役割として、利便性の向上により満足度を上げ、リピーターづくり 

を進めます。イベント時の利用拡大に努めます。 

設備の老朽化が喫緊の問題であり、市と協議を持って計画的に改修を行います。 

 

＜飲食部門＞ 営業収益目標 73,000 千円 

（レストラン 25,000 千円 テイクアウト 14,000 千円 宴会 34,000 千円） 

飲食部門ではとりわけ宴会の獲得、季節の節目にある忘年会、新年会、歓送迎会、法要の獲得と 

更にリピートしてもらえるサービスの提供をいたします。 

売上を上げるためには平日の稼働が鍵となり、シニア層をターゲットに同窓会、自治会への 

アプローチをします。 

同時にテイクアウトも継続、推進し、オフシーズンや予約の無い場合にも売り上げを確保致します。 

 

＜売店部門＞ 宿泊部門・入浴部門・飲食部門へ配分 

旅行者の増加に伴う土産としての他では買えない、西播磨産品の発掘、拡充に努めます。 

土産商品の需要が縮小する中、日帰り入浴客向け、レストラン利用者向けへの的を絞った商品の設置と 

飲食部門のテイクアウト商品の販売に注力致します。 

 

＜ふるさと工房・ふるさと広場部門＞ 営業収益目標 700 千円・指定管理料 2,500 千円 

そばうち教室の継続、地元の生産者と連携した産品を使った体験・教室の開催を検討します。 

グランドゴルフの利用者が増加しており、広場の芝生の手入れや清掃等環境整備に努める一方 

伊沢の里の飲食や宿泊へと繋げるプランや方策を充実させます。 
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(千円・税抜）

6年度予算 7年度予算 差引額 備　　　考                                 

宿泊料 25,000　休憩・会議使用料 800　売店 3,500

工房収入　700

入浴施設　11,818

ふるさと工房　2,500

レストラン　25,000　　テイクアウト　14,000

宴会　34,000

入浴料　15,000

物販(アメニティー、売店)　2,000

130,560 134,318 3,758

部屋菓子　200　　アメニティ　150　　売店　2,800

各業者仕入　　　　　　

アメニティ　200

ボディソープ・シャンプー　200

売店　1,800

30,400 31,350 950

100,160 102,968 2,808

9 給与手当 46,000 47,000 1,000 従業員２５名

10 旅費交通費 10 50 40

11 広告宣伝費 800 800 広告・看板　パンフレット　　入浴券、宿泊券 礼状ＤＭその他

12 運賃 5 5

自動ドア保守　ボイラー保守  エレベーター保守

電気管理

インターネット予約関連　

14 退職金 530 480 -50 中小企業退職金共済加入　

15 雑給 1,300 1,350 50 シルバー人材センター委託、送迎、アルバイト

16 従業員賞与 2,450 2,450 従業員２５名

17 福利厚生費 100 100 健康診断　置き薬　制服

18 法定福利費 6,400 4,100 -2,300 社会保険

19 減価償却 2,300 2,000 -300 車両　機械・装置建物

20 賃借料 24 24 看板設置敷地料

21 修繕費 2,000 2,000 ポンプ　エアコン　他

リネン関係（宿泊、入浴）　コピー機　

　会計ソフト・システム　　他

電 話 代　切手　　インターネット他

電気料金　水道料金

25 租税公課 220 220 自動車税　　車検重量税　　印紙税他　

26 寄付金 7 7

27 接待交際費 46 150 104 中元歳暮他

28 保険料 325 325 自動車共済   損害保険　　建物共済　他

宿泊関係 　入浴関係　

30 管理諸費 800 800 稲田会計事務所  会計顧問料他

31 諸会費 100 120 20 商工会費・防火協会費・社会保険協会費・観光協会費・納税協会

32 燃料費 4,300 5,600 1,300 重油・ガソリン・ペレット代

33 雑費 1,700 2,000 300 ろ過配管循環洗浄 　工房　 新聞代他　

101,267 104,131 2,864  

-1,107 -1,163 -56

1,500 1,500 リラクゼーション 自販機・マッサージ機他　助成金

393 337 -56

令和7年度収支予算計画(自主事業・指定管理業務）

商号：有限会社　伊沢の里

勘定科目名

営
業
収
益

1 宿泊・休憩売上高・工房収入 26,750 30,000 3,250

2 売店売上高 12,318 14,318 2,000

17,000 -492

3 レストラン・宴会売上高 74,000 73,000 -1,000

純売上高

売
上
原
価

5 宿泊・休憩 2,250

4 入浴・物販売上高 17,492

3,150 900

6 レストラン・宴会 26,000 26,000

29

22 リース料

7 入浴 2,150

23 通信費 450

2,200 50

1,100

6,800 7,900

売上原価

売上総利益

販
売
費
及
び
一
般
管
理
費

13 支払手数料

販管費合計

450

24 水道光熱費

2,700 3,200 500

17,900 19,000

　　　　　　　　　第30期（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

備品・消耗品費

1,100

4,000 4,000
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報告第９号 

 

公益財団法人しそう森林王国観光協会令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等の提出について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の５第１項の規定により、公益財団法人しそう森

林王国観光協会の令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等を提出する。 

 

  令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  
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令和６年度 

 

公益財団法人しそう森林王国観光協会 

決  算  書 

 

 

 

自 令和 6 年  4 月  1 日 

至 令和 7 年  3 月 31 日 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人しそう森林王国観光協会 
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　 （単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１.　流動資産

848,480 589,573 258,907

4,543,460 20,987,918 △ 16,444,458

1,722,461 1,563,932 158,529

36,000 14,600 21,400

0 0 0

流動資産合計 7,150,401 23,156,023 △ 16,005,622

２.　固定資産

（１）　基本財産 110,000,000 110,000,000 0

定期預金 55,853,500 55,853,500 0

土地 54,146,500 54,146,500 0

（２）その他固定資産 1,206,846 1,786,549 △ 579,703

建物 93,445 107,336 △ 13,891

構築物 1,083,394 1,649,206 △ 565,812

機械・装置 2 2 0

器具備品 5 5 0

車両運搬具 0 0 0

ソフトウエア 0 0 0

出資金 30,000 30,000 0

固定資産合計 111,206,846 111,786,549 △ 579,703

資産合計 118,357,247 134,942,572 △ 16,585,325

Ⅱ　負債の部

１.　流動負債

3,289,947 20,873,731 △ 17,583,784

60,000 0 60,000

1,352,946 1,571,302 △ 218,356

0 0 0

72,000 72,000 0

２.　固定負債 0 0 0

負債合計 4,774,893 22,517,033 △ 17,742,140

Ⅲ　正味財産の部

１.　指定正味財産 110,000,000 110,000,000 0

(うち基本財産への充当額） (110,000,000) (110,000,000)

(うち特定資産への充当額） (              ) (              )

２.　一般正味財産 3,582,354 2,425,539 1,156,815

(うち基本財産への充当額） (              ) (              )

(うち特定資産への充当額） (              ) (              )

正味財産合計 113,582,354 112,425,539 1,156,815

負債及び正味財産合計 118,357,247 134,942,572 △ 16,585,325

未払法人税等

預り金

貸　借　対　照　表
令和7年3月31日現在

科目

   現金

   普通預金

   仮払金

   未収入金

　 立替金

仮受金

未払金

前受金
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　 （単位:円）
当年度 前年度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
（１）経常収益

基本財産運用益 1,057,817 1,008,000 49,817
受取利息 49,817 0 49,817
受取賃借料 1,008,000 1,008,000 0

2,231,101 1,869,824 361,277
参加費収益 1,986,701 1,649,064 337,637
商品売上収益 244,400 220,760 23,640

81,084,213 91,137,879 △ 10,053,666
受取県補助金 890,713 9,092,299 △ 8,201,586
受取市補助金 35,519,726 34,146,860 1,372,866
受取その他補助金 0 0 0
受取県受託金 36,475,500 39,101,000 △ 2,625,500
受取市受託金 8,198,274 8,797,720 △ 599,446
受取その他受託金 0 0 0

受取負担金 1,145,000 1,045,000 100,000
受取県負担金 0 0 0
受取市負担金 1,145,000 1,045,000 100,000
受取その他負担金 0 0 0

賛助会費 917,000 986,000 △ 69,000
賛助会費 917,000 986,000 △ 69,000

雑収益 1,141,504 890,347 251,157
受取利息 4,236 49,831 △ 45,595
雑収入 1,137,268 840,516 296,752

87,576,635 96,937,050 △ 9,360,415
（２）経常費用

事業費 70,482,683 80,306,231 △ 9,823,548
給料手当 28,161,722 24,353,002 3,808,720
臨時雇賃金 272,000 368,000 △ 96,000
福利厚生費 4,203,793 3,401,103 802,690
旅費交通費 613,282 416,014 197,268
会議費 0 0 0
通信運搬費 778,013 755,249 22,764
消耗什器備品費 0 0 0
消耗品費 4,627,809 5,720,566 △ 1,092,757
備品購入費 1,289,970 324,280 965,690
修繕費 3,625,522 8,807,700 △ 5,182,178
印刷製本費 1,334,892 1,033,268 301,624
燃料費 786,548 889,381 △ 102,833
食糧費 210,096 394,922 △ 184,826
水道光熱費 2,350,236 2,155,286 194,950
賃借料 1,379,680 1,209,760 169,920
保険料 1,023,896 456,599 567,297
諸謝金 339,909 564,839 △ 224,930
広告宣伝費 510,907 372,235 138,672
租税公課 2,509,215 2,257,765 251,450
支払手数料 164,632 174,750 △ 10,118
負担金支出 1,789,052 1,613,839 175,213
委託費 7,393,017 8,899,000 △ 1,505,983
助成金 6,004,329 15,017,414 △ 9,013,085
使用料 284,440 259,940 24,500
研修費 36,520 0 36,520
雑費 5,559 49,700 △ 44,141
仕入支出 207,941 159,932 48,009

正味財産増減計算書
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科　　　　　目

事業収益

受取補助金等

経常収益計
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減価償却費 579,703 651,687 △ 71,984
管理費 15,865,137 15,260,585 604,552

役員報酬 4,846,464 4,846,464 0
給料手当 6,141,028 5,821,741 319,287
福利厚生費 1,948,671 1,758,800 189,871
旅費交通費 391,584 407,046 △ 15,462
会議費 0 0 0
通信運搬費 0 0 0
消耗什器備品費 0 0 0
消耗品費 49,557 64,872 △ 15,315
修繕費 0 0 0
印刷製本費 0 0 0
燃料費 283,314 252,247 31,067
食糧費 0 0 0
水道光熱費 850,762 791,794 58,968
賃借料 391,732 401,412 △ 9,680
保険料 28,180 47,040 △ 18,860
租税公課 405,505 423,199 △ 17,694
支払手数料 22,902 30,234 △ 7,332
負担金支出 125,000 130,000 △ 5,000
委託費 354,302 259,600 94,702
使用料 26,136 26,136 0

86,347,820 95,566,816 △ 9,218,996
当期経常増減額 1,228,815 1,370,234 △ 141,419
２.　経常外増減の部
（１）経常外収益

過年度損益修正益 0 0 0
（２）経常外費用 0 0 0
当期経常外増減額 0
他会計振替高 0

72,000 72,000 0
当期一般正味財産増減額 1,156,815 1,298,234 △ 141,419
期首一般正味財産 2,425,539 1,127,305 1,298,234
期末一般正味財産 3,582,354 2,425,539 1,156,815

0
Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0
期首指定正味財産 110,000,000 110,000,000 0
期末指定正味財産 110,000,000 110,000,000 0

Ⅲ 113,582,354 112,425,539 1,156,815

経常費用計

法人税・住民税及び事業税

期末正味財産合計
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附 属 明 細 書 

 

 

１ 基本財産及び特定資産の明細 

  基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。 
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財務諸表に対する注記 

 

 

１ 重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    該当なし。 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    定額法及び定率法によっている。 

 （３）引当金の計上基準 

    該当なし。 

 （４）消費税の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

  ただし、特定資産は該当なし。 

（単位：円） 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 定期預金 

 土地 

 

55,853,500 

54,146,500 

 

0 

0 

 

0 

0 

 

55,853,500 

54,146,500 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

  ただし、特定資産は該当なし。 

（単位：円） 

科目 前期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基本財産 

 定期預金 

 土地 

 

55,853,500 

54,146,500 

 

(55,853,500) 

(54,146,500) 

 

0 

0 

 

0 

0 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                               （単位：円） 

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末高 

 建物 

 構築物 

 機械・装置 

 器具・備品 

ソフトウエア 

330,750 

8,022,240 

2,424,000 

5,773,050 

362,250 

237,305 

6,938,846 

2,423,998 

5,410,795 

362,250 

93,445 

1,083,394 

2 

5 

0 
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５ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

  （単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸借対照表

上の掲載区

分 

補助金 

 観光プロモーション事業 

観光イベント支援事業 

 発酵のまちづくり事業 

 王国観光協会事業 

王国観光協会運営 

 やまたびエクスプレス事業 

   最上山もみじ祭り事業 

 ふじまつり事業 

スキー場周辺合宿誘致事業 

県有施設等燃料高騰対策事業 

地域づくり団体研修交流会 

負担金 

しそうブランドアンバサダー設置事業 

観光ガイド育成事業 

観光施設管理事業 

ボランティア活動推進事業 

 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

兵庫県 

兵庫県 

兵庫県 

 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

宍粟市 

 

 

 0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

 

 

12,438,397 

500,000 

900,000 

2,200,000 

15,795,000 

1,514,000 

2,668,829 

1,703,500 

650,000 

200,928 

39,785 

 

900,000 

20,000 

175,000 

50,000 

 

 

12,438,397 

500,000 

900,000 

2,200,000 

15,795,000 

1,514,000 

  2,668,829 

1,703,500 

650,000 

200,928 

39,785 

 

900,000 

20,000 

175,000 

50,000 

 

 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

 

         

 

合計  0 44,238,600 44,238,600 0  
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報告第10号 

 

公益財団法人宍粟市文化振興財団令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等の提出について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の５第１項の規定により、公益財団法人宍粟市文

化振興財団の令和６年度決算書及び令和７年度事業計画書等を提出する。 

 

  令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  
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(公財)宍粟市文化振興財団 
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令和６年度事業報告 

 
※事業の概要 

 

新型コロナウイルス感染症がようやく収束の気配が見え、日常生活にも落ち着きを取り戻しつつ

あります。しかし、コロナの期間中に市民の文化に対する意識も大きく変化し、また日常生活にお

いてもリモート化・オンライン化が進みました。 

今年度においては、ソーシャルメディア等を活用し減少した利用者を取り戻すため市民により多

くの情報を発信し利用を促すとともに、市民に喜んでいただける本物の芸術・文化活動に触れる場、

創造の場を提供・啓発・普及する場を提供し、市民一人一人が気軽に参加し、交流・実践出来る場

づくりの実現に向け努めた。 

 

※事業の内容 

 １．第４３回春の芸能祭 

 （宍粟市山崎文化協会と共催） 

 

２．ミニ・ギャラリーの開催 

  ① 山楽会展 

  （１）とき 令和６年４月１２日～令和６年４月１４日 

  （２）内容 山楽会会員による書道の展示 ４点 

② 第１３回 グループＭAD 

  （１）とき 令和６年４月２３日～令和６年５月５日 

  （２）内容 絵画（洋画・日本画）愛好家による作品展 １８点 

③ 利舟会九歩展 

  （１）とき 令和６年５月７日～令和６年５月１９日 

  （２）内容 書道愛好家による作品展 ４３点 

④ 絵画教室作品展 

（１）とき 令和６年７月３日～７月２４日 

（２）内容 当館主催の絵画教室の生徒の作品展 ２５点 

⑤ ぼちぼちのんびり 米田桂子作品展 

（１）とき 令和６年１０月５日～１０月１２日 

（２）内容 押し花愛好家による作品展 ４０点 

⑥ 大山書道会展 

（１）とき 令和６年１０月１３日～１０月２７日 

（２）内容 書道愛好家による作品展 ３１点 

⑦ 第２０回 クラブ・ピカソ展 

  （１）とき 令和６年１１月１２日～１１月２４日 

  （２）内容 クラブ・ピカソ会員による絵画作品展 ２５点 

⑧ クリスマスツリー展示作品展 

（１）とき 令和６年１２月５日～１２月２７日 

  （２）内容 手作りクリスマスオーナメント作品展 ５３点 

⑨ 宍粟美術協会部別展覧会 
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  （１）とき 令和７年１月１８日～３月３０日 

  （２）内容 洋画・日本画・写真・書・工芸等の部門別作品展 １２１点 

 

３．文化講座の開催 

  ①絵画教室     毎月第１・第３水曜日 

  ②和太鼓自主教室  毎週火・水・木曜日（月４回） 

  ③篠笛教室     毎月第１・第３木曜日、毎月第２・第４木曜日 

④ウクレレ教室   毎月第１・第３金曜日 

  ⑤話し方教室    ７月～１２月 第 1金曜日（全６回） 

   

４．文化情報の提供 

   地域住民に文化情報を提供し、芸能文化の理解と関心を高め、文化活動への参加を促すため、

会館ニュースを年６回（各１６，５００部）発行し、市内全戸配布、近隣施設・文化団体への

送付等によりＰＲ、宍粟市しーたん放送・新聞社等メディアに記事、また、SNS（ソーシャル

メディア インスタグラム・Ｘ等）で事業の集客に努めた。 

   また、館内にポスター掲示スペースやチラシ立てを増やし、来館者に宍粟市以外の文化情報

の提供に努めた。 

 

５．文化振興事業の開催 

    （別表 文化振興事業開催結果一覧表） 

 

６．受託事業 

（１） 秋のふれあい文化祭 

  

７．ボランティアの活動 

（１）ホールサポートスタッフ（１４名） 

   職員数が絶対的に足らないため、事業開催時には欠かせない存在になっている。 

舞台運営（企画）・客席案内・もぎり・アナウンス等裏方として、ホールの催しを支えてい

ただいている。 

 

８．施設の利用状況 

  会館利用については利用料金・利用率・利用人数ともに新型コロナウイルスの影響により、

かなり落ち込んでいたが、漸く少しずつではあるが、利用料・利用率・利用人数が向上してき

ている。しかし、４月より会館利用料の値上げにより少し回復傾向が緩やかな状態である。 

多くの市民にご利用いただけるよう、より一層職員一同効率的な運営、きめ細やかなサービ

ス向上に努めたい。 

  （会館利用料金・利用率・利用人数については、別紙記載） 

 

９．施設業務管理について 

   会館の施設管理については、専門技術を要するため衛生・清掃・電気・舞台（照明・音響・

吊物・ピアノ）・地下タンク・建築設備等について、専門業者との委託契約により利用者の安

全と効率的な運営に努めた。 

  （委託業務については、別紙記載） 
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令和６年度文化振興事業開催結果

ＮＯ 事業名 入場料等 収入 支出 差異
入場券売
上数等 備考

1 4月7日 （日）
(住民企画事業）第15回森の
国オカリナフェスティバル

参加料(ソロ）　4,000
円　（アンサンブル）
2,500円　入場料
1,000円

735,700 995,195 △ 259,495
419人(出演
者含む）

2 5月12日 (日）
映画「こんにちは、母さ
ん」(3回)

大人　800円
高校生以下500円

300,700 472,899 △ 172,199 466人

3 5月19日 (日） 第43回春の芸能祭 参加料5,000円
舞台運営委託料2000円 220,000 300,485 △ 80,485

148人（出
演者含む）

宍粟市山崎文化
協会共催

4 6月9日 (日）
(住民企画事業）ハリマハワ
イアンフェスティバル2024

参加料　1,500円 618,000 862,000 △ 244,000
800人(出演
者含む）

5
人形劇団プーク｢エルマーとりゅう」
（2回）

入場料500円
ワークショップ1,000円

251,600 981,741 △ 730,141 493人

6 7月11日 (木）
宍粟市やまさき文化大学映画鑑
賞講座「ふたたびSWING ME
AGAIN」

団体鑑賞 180,000 165,000 15,000 159人
宍粟市やまさき文
化大学団体鑑賞

7 7月14日 （日）
大阪桐蔭高等学校吹奏楽部コ
ンサート(2回)

大人　2,000円
高校生以下1,000

円
1,914,900 1,420,992 493,908 1,117人

8 8月3日 （土）
宍粟市出身アーティスト支援事
業「ほのカルテット・リサイタル」

2,000円 1,021,000 1,124,336 △ 103,336 513人

9 8月25日 （日）
噺家生活30周年桂吉弥独演
会

2,000円 895,380 809,250 86,130 469人

10 9月15日 (日）
宝くじ文化公演「渡辺美里と京
フィルコンサート」

大人　2,500円
高校生以下1,500

円
1,537,900 1,036,201 501,699 630人

11 10月5日 （土） しそうバンドフェスタ２０２４ 無料 0 115,211 △ 115,211
460人（出
演者含む）

宍粟市吹奏楽連
盟共催

680,000 1,101,680 △ 421,680
（一財）にししん地
域振興財団補助
金 500000円

12 10月15日 （火）
小学校訪問ふれあいコンサート（一
宮北小学校）2回公演

無料 75人

13 10月16日 （水）
小学校訪問ふれあいコンサート（波
賀小学校）2回公演

無料 80人

14 10月17日 （木）
小学校訪問ふれあいコンサート（千
種小学校）2回公演

無料 75人

15 10月18日 （金）
小学校訪問ふれあいコンサート（は
りま一宮学校）3回公演

無料 185人

16 11月13日 （水）
小学校訪問ふれあいコンサート（山
崎西小学校）公演

無料 64人

17 11月13日 (水） はりま自立の家・訪問コンサート 無料 50人
無償ボランティア
公演

18 11月14日 （木）
小学校訪問ふれあいコンサート（戸
原小学校）

無料 39人

19 11月14日 （木）
宍粟市やまさき文化大学音学鑑賞
講座

120人
文化大学鑑賞費
用　１８００００円

20 10月26日 （土）
宍粟市出身アーティスト支援事業
「邦寿一人ライブ」

2,500円
(当日3,000円）

219,000 330,554 △ 111,554 87人
ホール舞台
上

21 10月27日 (日）
ベーゼンドルファーを弾いてみ
よう

1時間２,000円 10,000 37,101 △ 27,101 5枠21人

22 12月22日 (日）
第3回山崎文化会館篠笛教室
発表会

無料 0 10,811 △ 10,811 45人 研修室

23 2月2日 (日）
市民・友の会招待映画「九十
歳。何がめでたい」(3回)

無料 0 510,711 △ 510,711 945人
宍粟市民・友の
会招待

24 2月16日 (日）
住民企画事業「第15回宍粟和
太鼓フェスティバル」

参加料大人:4,500円
中学生以下:3,000円 319,500 486,423 △ 166,923

646人(参加
者含む）

25 3月2日 （日） 第30回しそうの森合唱祭
参加料1団体

2,000円 38,000 148,188 △ 110,188
300人(参加
者含む）

26 3月9日 （日）
宍粟市出身アーティスト支援事業「篠
笛ライブ～現代に響く和の音色～」

500円 38,300 66,830 △ 28,530 84人 研修室

27 管楽器打楽器合同講習会 無料 0 384,710 △ 384,710 240人
市内中学校吹奏楽部対
象、宍粟市吹奏楽団と共
催

28 11月10日 （日） クリスマスオーナメント作成教室 材料/300円 9,600 17,204 △ 7,604 32人参加

（単位：円）

開催日

小学校訪問ふれあいコンサート（フルート・ピアノ・ギター）

7月4日.7月5日

①6/8②11/16
③3/22
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29 話し方教室
1,000円（1
回）

131,000 127,200 3,800 延べ131人

30 絵画教室 月謝  2,000円 308,000 319,200 △ 11,200
月平均12
人受講

31 和太鼓教室(9教室）
月謝   5,500

円 4,000円
5,436,400 5,299,600 136,800

月平均79
人受講

32 篠笛教室(4教室） 月謝  3,000円 714,230 701,700 12,530
月平均17
人受講

33 ウクレレ教室(2教室） 月謝  2,000円 180,000 152,000 28,000
月平均7人
受講

34 友の会 会費　1,000円 342,000 3,022 338,978
会員数342
人

16,101,210 17,980,244 △ 1,879,034

210,000 9,702,983 △ 9,492,983

16,311,210 27,683,227 △ 11,372,017

毎週木曜日

第１・第３金曜日

自 主 事 業 合 計

5月～12月（全8
回）

そ の 他 事 業 関 連 収 支

第１・３水曜日

毎週火・水・木曜日
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　　業　　　　務　　　　名 　　　　業　　　　務　　　　内　　　　容 点検回数

舞台ピアノ保守点検 オーバーホール（分解・清掃）し、調律・整音 年１回

冷暖房用吸収式冷温水機保守点検 冷暖房の切替及び中間期の点検 年４回

舞台調光装置保守点検 照明卓及び照明コンセントの電圧・電流検査 年１回

舞台吊物保守点検 舞台上部吊物のワイヤーの亀裂、劣化及び綱元点検 年６回

機械防犯警備 夜間（閉館時）センサーによる建物内機械警備 毎日

舞台操作委託契約 ホール使用時の舞台・音響・照明操作及び使用打合せ 年１20回

清掃業務委託契約 敷地及び建物内清掃 開館指定日

ビル衛生管理業務委託契約 空気環境測定・害虫駆除・貯水槽清掃・飲料水検査他 年１0回

特殊建築物定期点検 建築・設備の定期点検 年１回

地下タンク定期点検 冷暖房用灯油地下タンクの漏洩検査 年１回

消防設備等点検契約 消防設備の定期点検 年２回

ワックス・高所ガラス清掃契約 ワックス（２ヶ月１回）、高所ガラス（年１回） 年7回

自家用電気工作物定期点検 自家発及びキュービクル定期点検及び年次点検 年１２回

夜間管理契約 夜間使用時の管理契約 夜間使用日

エレベーター保守点検契約 エレベーターの定期点検及びリモート点検（毎日） 年４回

施　設　業　務　管　理　契　約
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（公財）宍粟市文化振興財団 
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大科目 当初予算額 補正額 流用額 最新予算額 累計 公益１ 収益１ 法人 残額

基本財産運用収益 30,000 0 0 30,000 31,057 0 0 31,057 △ 1,057

基本財産受取利息 30,000 0 0 30,000 31,057 0 0 31,057 △ 1,057

事業収益 67,489,000 2,324,000 0 69,813,000 70,728,701 60,015,115 5,363,586 5,350,000 △ 915,701

自主事業収益 13,309,000 2,324,000 0 15,633,000 16,101,210 15,424,950 676,260 0 △ 468,210

広告料収益 180,000 0 0 180,000 210,000 210,000 0 △ 30,000

受託事業収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

指定管理収益 33,400,000 0 0 33,400,000 33,400,000 28,050,000 0 5,350,000 0

自主事業委託収益 11,900,000 0 0 11,900,000 11,900,000 11,900,000 0 0

会館使用料収益 8,700,000 0 0 8,700,000 9,117,491 4,640,165 4,477,326 0 △ 417,491

退職給与引当金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職給与引当金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑収益 257,000 0 0 257,000 273,240 0 273,240 0 △ 16,240

受取利息 7,000 0 0 7,000 4,878 0 4,878 0 2,122

雑収益 250,000 0 0 250,000 268,362 0 268,362 0 △ 18,362

収入合計 67,776,000 2,324,000 0 70,100,000 71,032,998 60,015,115 5,636,826 5,381,057 △ 932,998

令和6年度予算執行状況

- 267 -



大科目 現行予算額 補正額 流用額 最新予算額 累計 公益１ 収益１ 法人 残額

一般管理費 150,000 0 0 150,000 90,391 0 0 90,391 59,609

旅費交通費 130,000 0 0 130,000 87,740 0 0 87,740 42,260

福利厚生費 15,000 0 0 15,000 0 0 0 0 15,000

会議費 5,000 0 0 5,000 2,651 0 0 2,651 2,349

管理運営事業費 42,707,000 2,866,000 500,000 46,073,000 45,249,639 37,291,228 3,373,788 4,584,623 823,361

給料手当 13,872,000 0 370,000 14,242,000 14,241,045 12,104,888 712,052 1,424,105 955

臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職給付費用 120,000 0 0 120,000 120,000 102,000 6,000 12,000 0

退職給付費用当期繰越額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福利厚生費 2,352,000 0 116,000 2,468,000 2,464,262 2,094,623 123,213 246,426 3,738

会議費 1,000 0 0 1,000 0 0 0 0 1,000

旅費交通費 17,000 0 0 17,000 0 0 0 0 17,000

通信運搬費 196,000 0 0 196,000 164,602 82,301 8,230 74,071 31,398

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消耗什器備品費 0 700,000 0 700,000 684,500 342,250 34,225 308,025 15,500

消耗品費 376,000 111,000 0 487,000 472,118 236,059 23,606 212,453 14,882

修繕費 400,000 2,000,000 499,000 2,899,000 2,881,010 2,348,023 244,886 288,101 17,990

印刷製本費 41,000 0 0 41,000 19,310 9,655 965 8,690 21,690

燃料費 2,871,000 0 0 2,871,000 2,760,594 2,249,884 234,651 276,059 110,406

光熱水料費 6,937,000 0 △ 710,000 6,227,000 5,895,581 4,804,899 501,124 589,558 331,419

賃借料 588,000 0 0 588,000 586,876 293,438 29,344 264,094 1,124

保険料（車） 33,000 0 0 33,000 32,300 16,150 1,615 14,535 700

保険料（その他） 102,000 0 1,000 103,000 102,289 83,366 8,695 10,228 711

諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

租税公課費(車) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

租税公課費（消費税等） 1,679,000 0 224,000 1,903,000 1,902,100 1,470,423 254,784 176,893 900

支払手数料（車） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払手数料（その他） 114,000 55,000 0 169,000 166,881 136,008 14,185 16,688 2,119

支払負担金 62,000 0 0 62,000 59,000 48,085 5,015 5,900 3,000

委託費（事業） 6,130,000 0 0 6,130,000 6,129,200 5,516,280 612,920 0 800

委託費（その他） 6,816,000 0 0 6,816,000 6,567,971 5,352,896 558,278 656,797 248,029
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自主事業費 25,419,000 2,324,000 0 27,743,000 27,683,227 26,111,434 1,162,222 409,571 59,773

給料手当 3,206,000 0 0 3,206,000 3,186,417 2,708,454 159,321 318,642 19,583

臨時雇賃金 2,534,000 485,000 327,000 3,346,000 3,345,576 3,345,576 424

退職金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福利厚生費 834,000 32,000 47,000 913,000 909,295 772,901 45,465 90,929 3,705

会議費 48,000 0 0 48,000 47,511 47,511 489

旅費交通費 65,000 0 △ 42,000 23,000 14,524 14,524 8,476

通信運搬費 248,000 0 △ 43,000 205,000 194,120 194,120 10,880

消耗品費 90,000 0 10,000 100,000 98,251 98,251 0 1,749

印刷製本費 1,374,000 0 18,000 1,392,000 1,391,960 1,113,568 278,392 40

賃借料 2,750,000 0 △ 300,000 2,450,000 2,436,579 2,339,513 97,066 13,421

諸謝金 4,106,000 1,427,000 20,000 5,553,000 5,552,300 4,988,300 564,000 700

租税公課費 505,000 0 △ 106,000 399,000 399,000 399,000 0

支払手数料 127,000 0 △ 37,000 90,000 89,889 71,911 17,978 111

委託費 9,532,000 380,000 106,000 10,018,000 10,017,805 10,017,805 195

予備費 0 500,000 △ 500,000 0 0 0 0 0 0

予備費 0 500,000 △ 500,000 0 0 0 0 0 0

支出合計 68,276,000 5,690,000 0 73,966,000 73,023,257 63,402,662 4,536,010 5,084,585 942,743

前期繰越収支差額 0 3,866,000 0 3,866,000 3,866,910 3,866,910 0 0 △ 910

前期繰越収支差額 0 3,866,000 0 3,866,000 3,866,910 3,866,910 0 0 △ 910
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（単位：円）
当年度 前年度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益

基本財産運用収益 31,057 30,848 209
特定資産運用益

特定資産受取利息

事業収入

自主事業収益 16,101,210 7,959,470 8,141,740
広告料収益 210,000 220,000 △ 10,000
受託事業収益 0
指定管理料収益 33,400,000 34,883,000 △ 1,483,000
自主事業助成金 11,900,000 10,617,000 1,283,000
会館使用料収益 9,117,491 8,291,268 826,223

受取寄付金

受取寄付金

雑収益

受取利息 4,878 2,218 2,660
雑収益 268,362 267,453 909

　　経常収益計 71,032,998 62,271,257 8,761,741
（２）経常費用

事業費 67,866,672 55,782,754 12,083,918
給料手当 15,684,715 15,017,486 667,229
臨時雇賃金 3,345,576 2,188,613 1,156,963
退職給付費用 108,000 108,000 0
退職給付費用当期繰越額 0 0 0
福利厚生費 3,036,202 2,799,382 236,820
会議費 47,511 39,390 8,121
旅費交通費 14,524 91,810 △ 77,286
通信運搬費 284,651 337,605 △ 52,954
減価償却費 0 0 0
消耗品什器備品費 376,475 0 376,475
消耗品費 357,916 277,415 80,501
修繕費 2,592,909 1,097,761 1,495,148
印刷製本費 1,402,580 1,446,912 △ 44,332
燃料費 2,484,535 2,356,941 127,594
光熱水料費 5,306,023 5,418,253 △ 112,230
賃借料 2,759,361 2,590,795 168,566
保険料（車） 17,765 17,820 △ 55
保険料（その他） 92,061 89,492 2,569
諸謝金 5,552,300 1,050,400 4,501,900
租税公課（車） 0 0 0
租税公課（消費税等） 2,052,207 1,866,235 185,972
支払手数料（車） 0 0 0
支払手数料（その他） 240,082 196,069 44,013
支払負担金 53,100 62,100 △ 9,000
委託費（事業） 16,147,005 12,715,896 3,431,109
委託費（その他） 5,911,174 6,014,379 △ 103,205

管理費 5,084,585 4,497,557 587,028
役員報酬 0
給料手当 1,742,747 1,668,609 74,138
臨時雇賃金 0 0 0
退職手当給付費用 12,000 12,000 0
退職給与引当金当期繰越額 0 0 0
福利厚生費 337,355 311,042 26,313
会議費 2,651 4,854 △ 2,203
旅費交通費 87,740 91,180 △ 3,440
通信運搬費 74,071 80,693 △ 6,622
原価償却費 0 0 0
消耗什器備品費 308,025 0 308,025
消耗品費 212,453 157,028 55,425

正味財産増減計算書
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

- 270 -



修繕費 288,101 121,973 166,128
印刷製本費 8,690 13,517 △ 4,827
燃料費 276,059 261,882 14,177
光熱水料費 589,558 602,028 △ 12,470
賃借料 264,094 275,918 △ 11,824
保険料（車） 14,535 14,580 △ 45
保険料（その他） 10,228 9,944 284
諸謝金 0 0 0
租税公課費（車） 0 0 0
租税公課費（消費税等） 176,893 186,865 △ 9,972
支払手数料（車） 0 0 0
支払手数料（その他） 16,688 10,280 6,408
支払負担金 5,900 6,900 △ 1,000
委託費（事業） 0 0 0
委託費（その他） 656,797 668,264 △ 11,467

72,951,257 60,280,311 12,670,946
△ 1,918,259 1,990,946 △ 3,909,205

２.　経常外増減の部

（１）経常外収益

受取寄付金 0 0 0
経常外収益計 0 0 0
（2）経常外費用

退職給与 0 0 0
経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0
他会計振替額 0

税引前一般正味財産増減額 △ 1,918,259 1,990,946
法人税等 72,000 72,000 0
　　当期一般正味財産増減額 △ 1,990,259 1,918,946 △ 3,909,205
　　一般正味財産期首残高 3,916,910 1,997,964 1,918,946
　　一般正味財産期末残高 1,926,651 3,916,910 △ 1,990,259

Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 0 43,891 △ 43,891
　　当期指定正味財産増減額 0 △ 43,891 43,891
　　指定正味財産期首残高 73,448,500 73,448,500 0
　　指定正味財産期末残高 73,448,500 73,448,500 0

Ⅲ　正味財産期末残高 75,375,151 77,365,410 △ 1,990,259

　　経常費用計

　　当期経常増減額
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 31,057 31,057
基本財産受取利息 31,057 31,057

事業収入 60,015,115 5,363,586 5,350,000 70,728,701
自主事業収入 15,424,950 676,260 0 16,101,210
広告料収入 0 210,000 0 210,000
受託事業収入 0 0 0 0
指定管理料収入 28,050,000 0 5,350,000 33,400,000
自主事業助成金 11,900,000 0 0 11,900,000
文化会館使用料収入 4,640,165 4,477,326 0 9,117,491

受取寄付金 0 0 0 0
受取寄付金 0 0 0 0

雑収益 0 273,240 0 273,240
受取利息 0 4,878 0 4,878
雑収入 0 268,362 0 268,362

　　経常収益計 60,015,115 5,636,826 5,381,057 71,032,998
（２）経常費用

事業費 63,402,662 4,464,010 0 67,866,672
給料手当 14,813,342 871,373 15,684,715
臨時雇賃金 3,345,576 0 3,345,576
退職給付費用 102,000 6,000 108,000
退職給与引当金繰入額 0 0 0
福利厚生費 2,867,524 168,678 3,036,202
会議費 47,511 0 47,511
旅費交通費 14,524 0 14,524
通信運搬費 276,421 8,230 284,651
減価償却費 0 0 0
消耗什器備品費 342,250 34,225 376,475
消耗品費 334,310 23,606 357,916
修繕費 2,348,023 244,886 2,592,909
印刷製本費 1,123,223 279,357 1,402,580
燃料費 2,249,884 234,651 2,484,535
光熱水料費 4,804,899 501,124 5,306,023
賃借料 2,632,951 126,410 2,759,361
保険料（車） 16,150 1,615 17,765
保険料（その他） 83,366 8,695 92,061
諸謝金 4,988,300 564,000 5,552,300
租税公課（車） 0 0 0
租税公課（消費税等） 1,869,423 182,784 2,052,207
支払手数料（車） 0 0 0
支払手数料（その他） 207,919 32,163 240,082
支払負担金 48,085 5,015 53,100
委託費（事業） 15,534,085 612,920 16,147,005
委託費（その他） 5,352,896 558,278 5,911,174

管理費 5,084,585 5,084,585
役員報酬 0
給料手当 1,742,747 1,742,747
臨時雇賃金 0 0
退職給付費用 12,000 12,000
退職給与引当金繰入額 0 0
福利厚生費 337,355 337,355
会議費 2,651 2,651
旅費交通費 87,740 87,740
通信運搬費 74,071 74,071
減価償却費 0 0
消耗什器備品費 308,025 308,025
消耗品費 212,453 212,453
修繕費 288,101 288,101
印刷製本費 8,690 8,690

正味財産増減計算書内訳表
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

公益目的
事業会計

収益事業会計 法人会計
内部取
引消去

合計
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燃料費 276,059 276,059
光熱水道費 589,558 589,558
賃借料 264,094 264,094
保険料（車） 14,535 14,535
保険料（その他） 10,228 10,228
諸謝金 0 0
租税公課（車） 　　 0 0
租税公課（消費税等） 176,893 176,893
支払手数料（車） 0 0
支払手数料（その他） 16,688 16,688
支払負担金 5,900 5,900
委託費（事業） 0 0
委託費（その他） 656,797 656,797

　　経常費用計 63,402,662 4,464,010 5,084,585 72,951,257
評価損益等調整前当期 △ 3,387,547 1,172,816 296,472 △ 1,918,259
当期経常増減額 △ 3,387,547 1,172,816 296,472 △ 1,918,259

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

受取寄付金 0 0 0 0
経常外収益計 0 0
（２）経常外費用

退職給与 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0
他会計振替額 419,186 △ 419,186 0
税引前一般正味財産増減額 △ 2,968,361 753,630 296,472 △ 1,918,259
法人税等 72,000 72,000
　　当期一般正味財産増減額 △ 2,968,361 681,630 296,472 △ 1,990,259
　　一般正味財産期首残高 5,907,109 1,518,201 △ 3,508,400 3,916,910
　　一般正味財産期末残高 2,938,748 2,199,831 △ 3,211,928 1,926,651

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0
一般正味財産への振替額 0 0 0 0
　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
　　指定正味財産期首残高 73,448,500 0 0 73,448,500
　　指定正味財産期末残高 73,448,500 0 0 73,448,500

Ⅲ　正味財産期末残高 76,387,248 2,199,831 △ 3,211,928 75,375,151
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（単位：円）

当年度 前年度 増　　減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 6,392,411 7,158,981 △ 766,570

未収入金 0 43,891 △ 43,891

前払金 0 0 0

貯蔵金 0 0

仮払金 0 0

　流動資産合計 6,392,411 7,202,872 △ 810,461

２．固定資産

　 （１）基本財産

基本財産引当預金 73,448,500 73,448,500 0

（２）特定資産

退職給付引当資産 5,857,379 5,677,633 179,746

（３）その他固定資産

出資金 50,000 50,000 0

　固定資産合計 79,355,879 79,176,133 179,746

　資産合計 85,748,290 86,379,005 △ 630,715

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 1,648,515 262,610 1,385,905

前受金 1,223,591 1,512,296 △ 288,705

預り金 334,654 487,856 △ 153,202

未払い消費税 1,237,000 1,001,200 235,800

未払い法人税 72,000 72,000 0

　流動負債合計 4,515,760 3,335,962 1,179,798

２．固定負債

退職給与引当金 5,857,379 5,677,633 179,746

運営資金引当金 0 0 0

　固定負債合計 5,857,379 5,677,633 179,746

　負債合計 10,373,139 9,013,595 1,359,544

Ⅲ　正味財産の部

１．基金 0 0

（うち基本財産への充当額） （ ） （ ）

（うち特定財産への充当額） （ ） （ 0 ） 0

２．指定正味財産 73,448,500 73,448,500 0

（うち基本財産への充当額） （ 73,448,500 ） （ 73,448,500 ）

（うち特定財産への充当額） （ ） （ ）（　　　　　　　　　　　）

3.一般正味財産 1,926,651 3,916,910 △ 1,990,259

（ 0 ） （ ）

（うち特定財産への充当額） （ 1,926,651 ） （ 3,916,910 ）

　正味財産合計 75,375,151 77,365,410 △ 1,990,259

　負債及び正味財産合計 85,748,290 86,379,005 △ 630,715

貸　借　対　照　表

科　　　　　　　　　目

令和7年3月31日現在

（うちその他固定財産への充当額）
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1 重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産については定額法で減価償却を行っています。

（２）　消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2 会計方針の変更

　当期より、一般社団法人及び一般社団法人に関する法律並びに公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の関連する規定に基づく会計基準に変更した。

3 基本財産の増減額及びその残高

　基本財産の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

固定資産

　　　　基本財産 73,448,500 73,448,500

特定資産

5,677,633 179,746 5,857,379

その他の固定資産

　　　　法人出資金 50,000 0 0 50,000

79,176,133 179,746 0 79,355,879

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

固定資産

　　　　基本財産 73,448,500 73,448,500 0 0

特定資産

5,857,379 0 0 5,857,379

その他の固定資産

　　　　法人出資金 50,000 0 50,000 0

79,355,879 73,448,500 50,000 5,857,379

5 指定管理料等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

（単位：円）

名       称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の
掲載区分

指定管理料 宍粟市 0 33,400,000 33,400,000 0

自主事業助成金 宍粟市 0 11,900,000 11,900,000 0

6 担保に供している資産

　該当なし

7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

8 保証債務等の偶発債務

財務諸表に対する注記

当期末残高
（うち指定正味
財産からの充

当額）

（うち一般正味
財産からの充

当額）

（うち負債に
対応する額）

科　　　　　　目

退職給付引当資産

合          計

合          計

科　　　　　　目

退職給付引当資産
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　該当なし

9 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし

10 関連当事者との取引の内容

　該当なし

11 重要な後発事象

　該当なし
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令和６年度山崎文化会館利用率

月 使用場所 ホール リハーサル室 研修室 会議室 和　　室 茶　　室 楽　　屋 特別会議室利用者数合計

(開館日数)

４月 使用回数 14 22 13 17 22 12 9 6
(26) 使用率 53.8% 84.6% 50.0% 65.4% 84.6% 46.2% 34.6% 23.1%

利用者数 1,471 513 446 478 221 54 102 62 3,347
５月 使用回数 17 20 9 12 19 7 11 7
(27) 使用率 63.0% 74.1% 33.3% 44.4% 70.4% 25.9% 40.7% 25.9%

利用者数 1,912 469 300 182 194 28 125 71 3,281
６月 使用回数 18 23 13 15 20 10 12 6
(25) 使用率 72.0% 92.0% 52.0% 60.0% 80.0% 40.0% 48.0% 24.0%

利用者数 2,643 608 516 220 242 45 107 54 4,435
７月 使用回数 20 20 10 17 18 7 10 7
(27) 使用率 74.1% 74.1% 37.0% 63.0% 66.7% 25.9% 37.0% 25.9%

利用者数 3,220 573 530 235 242 34 116 68 5,018
８月 使用回数 15 19 12 16 14 9 10 4
(27) 使用率 55.6% 70.4% 44.4% 59.3% 51.9% 33.3% 37.0% 14.8%

利用者数 2,570 489 500 249 208 37 89 20 4,162
９月 使用回数 19 20 14 19 19 7 12 9
(25) 使用率 76.0% 80.0% 56.0% 76.0% 76.0% 28.0% 48.0% 36.0%

利用者数 3,537 656 1,436 910 248 23 156 97 7,063
１０月 使用回数 26 24 21 19 25 11 13 7
(27) 使用率 96.3% 88.9% 77.8% 70.4% 92.6% 40.7% 48.1% 25.9%

利用者数 5,028 922 2,621 1,376 411 53 123 73 10,607
１１月 使用回数 22 24 23 18 24 17 15 13
(26) 使用率 84.6% 92.3% 88.5% 69.2% 92.3% 65.4% 57.7% 50.0%

利用者数 3,721 498 1,660 718 553 66 129 80 7,425
１２月 使用回数 16 17 13 11 17 6 9 1
(24) 使用率 66.7% 70.8% 54.2% 45.8% 70.8% 25.0% 37.5% 4.2%

利用者数 2,163 496 742 339 247 32 93 10 4,122
１月 使用回数 20 17 8 10 17 7 10 5
(24) 使用率 83.3% 70.8% 33.3% 41.7% 70.8% 29.2% 41.7% 20.8%

利用者数 2,267 390 365 177 282 35 134 67 3,717
２月 使用回数 21 20 11 11 15 6 10 7
(25) 使用率 84.0% 80.0% 44.0% 44.0% 60.0% 24.0% 40.0% 28.0%

利用者数 3,938 616 380 136 200 26 116 66 5,478
３月 使用回数 21 21 12 14 19 8 13 4
(26) 使用率 80.8% 80.8% 46.2% 53.8% 73.1% 30.8% 50.0% 15.4%

利用者数 2,153 718 510 322 308 34 161 42 4,248

使用回数 229 247 159 179 229 107 134 76
使用人数 34,623 6,948 10,006 5,342 3,356 467 1,451 710 62,903合計
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収支決算書総括表

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

１．収入の部

科　　　　　　目 一 般 会 計

基本財産運用益 31,057

事 業 収 入 70,728,701

収 入 の 部 74,899,908 受 取 寄 付 金 0

雑 収 益 273,240

前期繰越収支差額 3,866,910

収 入 合 計 74,899,908

支 出 の 部 73,023,257

２．支出の部

科　　　　　　目 一 般 会 計

一 般 管 理 費 90,391

差 引 合 計 1,876,651 管理運営事業費 45,249,639

自 主 事 業 費 27,683,227

予 備 費 0

支 出 合 計 73,023,257

令和6年度（公財）宍粟市文化振興財団収支決算書 参考
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令和７年度 

 
 

 

 

 

 

 

 

事業計画・収支予算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(公財)宍粟市文化振興財団 
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令和７年度 公益財団法人宍粟市文化振興財団事業計画書 

 

 

 公益財団法人宍粟市文化振興財団は、宍粟市の文化拠点施設の管理運営、優れた文化芸

術鑑賞の提供ならびに市民の自主的文化活動の育成・支援等を行います。 

 事業運営については、透明性を高め、より質の高い文化振興事業を展開し市民から信頼

を得るとともに、一層喜んでいただける充実した事業展開を図ります。 

 令和７年度事業計画策定にあたりましては、市民の自主的な文化活動を育成・支援し、

宍粟市の地域文化活動の一層の活性化を図るため、宍粟市が策定した社会教育振興計画と

密接に連携し、当財団の果たすべき役割、公益法人として求められている社会的要請に応

える事業を展開します。 

 

基本理念 

宍粟市における芸術文化の振興を図り、もって地域文化の創造に寄与する。 

 

定款に定める事業（第４条関係） 

（１）芸術文化鑑賞事業及び各種芸術講座の開催 

（２）地域住民の文化活動の育成・援助 

（３）芸術文化に関する情報の提供 

（４）文化施設の管理運営の受託 

（５）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

事業内容 

１ 芸術文化鑑賞事業及び各種芸術講座の開催（第４条第１号関係） 

     市民に廉価で芸術性の高い舞台公演や講座を開催し、独自の文化の高揚と育成 

    を図るように努めます。 

２ 地域住民の文化活動の育成・援助（第４条第２号関係） 

  （１）文化教室・講座は新たな文化知識、創造力を養い住民主体の文化活動の育成を 

 図り、芸術文化の振興に寄与するよう努めます。 

  （２）宍粟市で活動する舞台芸術家の活動の機会・発表の場を設け、地域文化の普及 

     ・発展に努めます。 

  （３）地域住民に身近で優れた芸術文化に触れる機会を低廉な料金で提供し、芸術文 

 化の振興に貢献できるよう努めます。 

 ３ 芸術文化関する情報の提供（第４条３号関係） 

会館ニュースの全戸配布、事業開催時のチラシ配布、しーたん放送、新聞等メデ

ィアを利用し広く市民への情報提供に努めます。 

４ 文化施設の管理運営の受託（第４条４号関係） 

   文化施設の効率的な運営、きめ細やかなサービス、また専門業者との委託契約   

      により利用者の安全と効率的な運営に努めます。 
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開　催　日 事　　業　　名 備　　考

公益事業 第１・３水曜日 絵画教室

毎週木曜日 篠笛教室（第1・3木曜中級・上級、第2・4木曜入門・スキルアップ） ４教室

第１・３金曜日 ウクレレ教室 ２教室

和太鼓教室

毎週火曜日 和太鼓教室（親子・フィットネス・倭音） ３教室

毎週水曜日 和太鼓教室（子ども中級・上級・弾紅） ３教室

毎週木曜日 和太鼓教室（子ども初級・音羽・一般教室） ３教室

話し方教室 １講座

11月予定 クリスマスオーナメント作成講座

6月・11月・3月 管楽器打楽器合同講習会（3回）
宍粟市吹奏楽団と共
催

6月12日 (木） 宍粟市やまさき文化大学音楽鑑賞講座

10月5日 (日） ベーゼンドルファーを弾いてみよう

小学校訪問ふれあいコンサート（３小学校） フルート・ピアノ・ギター

神野小学校・河東小学校・蔦沢小学校
にししん地域振興財団
と共催

　　主催公演事業 5月18日 (日） 第４４回春の芸能祭

（住民参加型） 10月18日 (土） しそうバンドフェスタ

3月1日 (日） 第３１回しそうの森合唱祭

公益財団法人宍粟市文化振興財団（山崎文化会館）

令和７年度事業計画書

11月4～7日
(3小学校10公演）

5月～12月
全8回

 体験活動等事業

　講座・セミナー・育成事業

- 281 -



（住民創造型） 4月6日 (日） 第１６回森の国オカリナフェスティバル 住民企画事業

6月8日 (日） 第１４回ハリマハワイアンフェスティバル 住民企画事業

日程調整中 宍粟和太鼓フェスティバル 住民企画事業

（鑑賞型） 6月22日 (日） 映画「ROUTE29」 ３回上映

人形劇団プーク（団体鑑賞） ２回公演

7月20日 (日） 大阪桐蔭高等学校吹奏楽部コンサート ２回公演

8月31日 (日） 第１８回桂吉弥独演会

9月28日 (日） 映画「作品調整中」（宍粟市やまさき文化大学映画鑑賞講座含む） ３回上映

10月26日 (日） ほのカルテット（弦楽四重奏）　　　
宍粟市出身アーティス
ト支援事業（長田健志）

映画1本予定 ３回上映日程調整中

6月26日(木）・
27日(金）
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収入の部 （単位：円）

大 科 目 当 初 予 算 額 前年度当初予算額 比 較 予 算 の 説 明

基本財産運用収益 146,000 30,000 116,000

事 業 収 益 68,187,000 67,489,000 698,000

受 取 寄 付 金 0 0 0

雑 収 益 267,000 257,000 10,000

計 68,600,000 67,776,000 824,000

前期繰越収支差額 500,000 500,000 0

収 入 合 計 69,100,000 68,276,000 824,000

支出の部 （単位：円）

大 科 目 当 初 予 算 額 前年度当初予算額 比 較 予 算 の 説 明

一 般 管 理 費 150,000 150,000 0

管理運営事業費 42,517,000 42,707,000 △ 190,000

自 主 事 業 費 26,333,000 25,419,000 914,000

予 備 費 100,000 0 100,000

支 出 合 計 69,100,000 68,276,000 824,000

令和７年度（公財）宍粟市文化振興財団予算総括表
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（単位：円）
大科目 中科目 当初予算額 前年度予算額 比較 予算の説明

基本財産運用収入 146,000 30,000 116,000

基本財産受取利息 146,000 30,000 116,000

事業収益 68,187,000 67,489,000 698,000

自主事業収入 14,007,000 13,309,000 698,000 和太鼓教室・篠笛教室参加者増加

広告料収入 180,000 180,000 0

受託事業収入 0 0 0

指定管理収入 33,300,000 33,400,000 △ 100,000

自主事業助成金 12,000,000 11,900,000 100,000

会館使用料収入 8,700,000 8,700,000 0

受取寄付金 0 0 0

受取寄付金 0 0 0

雑収益 267,000 257,000 10,000

受取利息 7,000 7,000 0

雑収益 260,000 250,000 10,000

68,600,000 67,776,000 824,000

前期繰越収支差額 500,000 500,000 0

前期繰越収支差額 500,000 500,000 0

69,100,000 68,276,000 824,000

大科目 中科目 当初予算額 前年度予算額 比較 予算の説明

一般管理費 150,000 150,000 0

旅費交通費 130,000 130,000 0

福利厚生費 15,000 15,000 0

会議費 5,000 5,000 0

管理運営事業費 42,517,000 42,707,000 △ 190,000

給料手当 13,474,000 13,872,000 △ 398,000 雇用条件変更

臨時雇賃金 0 0 0

退職給付費用 120,000 120,000 0
退職給付費用当期繰越額 0 0 0

福利厚生費 2,359,000 2,352,000 7,000

会議費 1,000 1,000 0

旅費交通費 15,000 17,000 △ 2,000

通信運搬費 227,000 196,000 31,000 切手・電話代値上げ

減価償却費 0 0 0

消耗什器備品費 0 0 0

消耗品費 421,000 376,000 45,000 物価高騰

修繕費 600,000 400,000 200,000

印刷製本費 41,000 41,000 0

燃料費 3,238,000 2,871,000 367,000 冷温水機1台運転により灯油使用料増

光熱水料費 6,296,000 6,937,000 △ 641,000 基本単価使用料減

賃借料 588,000 588,000 0

保険料（車） 33,000 33,000 0

保険料（その他） 108,000 102,000 6,000

諸謝金 0 0 0

租税公課費(車） 0 0 0

租税公課費（消費税等） 1,629,000 1,679,000 △ 50,000

支払手数料（車） 0 0 0

支払手数料（その他） 276,000 114,000 162,000

支払負担金 62,000 62,000 0

委託費（事業） 6,152,000 6,130,000 22,000

委託費（その他） 6,877,000 6,816,000 61,000

令和7年度　公益財団法人宍粟市文化振興財団予算

計

収入合計
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自主事業費 26,333,000 25,419,000 914,000

給料手当 3,218,000 3,206,000 12,000

臨時雇賃金 3,359,000 2,534,000 825,000 会計年度職員給与規定改定

福利厚生費 975,000 834,000 141,000

会議費 290,000 48,000 242,000 出演者食事負担

旅費交通費 20,000 65,000 △ 45,000

通信運搬費 228,000 248,000 △ 20,000

消耗品費 96,000 90,000 6,000

印刷製本費 1,403,000 1,374,000 29,000

賃借料 2,550,000 2,750,000 △ 200,000 事業本数減

諸謝金 5,621,000 4,106,000 1,515,000 和太鼓教室・篠笛教室講師謝金増額

租税公課費 405,000 505,000 △ 100,000

支払手数料 127,000 127,000 0

委託費 8,041,000 9,532,000 △ 1,491,000 事業本数減

予備費 100,000 0 100,000

予備費 100,000 0 100,000

69,100,000 68,276,000 824,000支出合計
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報告第11号 

 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の報告について                                     

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項及び第22条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について、別紙監査委員の意見を付けて報告する。 

 

令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  

 

記 

 

１．健全化判断比率                             （単位：％） 

 令和６年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 － 12.79 20.00 

②連結実質赤字比率 － 17.79 30.00 

③実質公債費比率 6.6 25.0 35.0 

④将来負担比率 48.9 350.0  

※①②は、実質赤字及び連結実質赤字が生じていないため「－」と記載。 

 

２．資金不足比率                   （単位：％） 

特別会計の名称 令和６年度決算 経営健全化基準 

水道事業特別会計 － 20.0 

下水道事業特別会計 － 20.0 

病院事業特別会計 － 20.0 

※資金不足が生じていないため、「－」と記載。 

- 286 -



- 287 -

00101055
テキスト ボックス
（写）




- 0 - 
 

 

 

 

令 和 ６ 年 度 

 

 

宍 粟 市 各 会 計 決 算 に 基 づ く 

健 全 化 判 断 比 率 等 審 査 意 見 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宍 粟 市 監 査 委 員 

 

 

 

 
 

- 288 -



- 1 - 
 

令 和 ６ 年 度 宍 粟 市 各 会 計 決 算 に 基 づ く 

健 全 化 判 断 比 率 等 に 係 る 審 査 意 見 書 

 

１  審 査 の 期 間  

令 和 ７ 年 ７ 月 15 日  ～  令 和 ７ 年 ８ 月 19 日  

 

２  審 査 の 対 象  

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不 足

比 率  

 

３  審 査 の 方 法  

市 長 か ら 提 出 さ れ た 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と な

る 事 項 を 記 載 し た 書 類 が 適 正 に 作 成 さ れ て い る か を 主 眼 に 、 関 係 諸 帳 簿 等 と の

照 合 並 び に 関 係 職 員 か ら 説 明 を 聴 取 し 審 査 し た 。  

 

４  審 査 の 結 果  

 (1)総 合 意 見  

審 査 に 付 さ れ た 下 記 の 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と な

る 事 項 を 記 載 し た 書 類 は 、 い ず れ も 適 正 に 作 成 さ れ て い る も の と 認 め た 。  

 

記  

 健 全 化 判 断 比 率                        （ 単 位 ： ％ ）  

 

資 金 不 足 比 率                         （ 単 位 ： ％ ）  

 

 
 ※ 早 期 健 全 化 基 準 、 財 政 再 生 基 準 、 経 営 健 全 化 基 準 は 令 和 ６ 年 度 に お け る 基 準 で あ る 。  

区    分 令和６年度 令和５年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － 12.79 20.0

連結実質赤字比率 － － 17.79 30.0

実質公債費比率 6.6 7.0 25.0 35.0

将来負担比率 48.9 54.8 350.0

令和６年度 令和５年度 経営健全化基準

水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

病 院 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

区      分

法
適
用
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健全化判断比率算定表 （単位:千円）

区   分 比 率(％)
 

－ －－ －

※一般会計が実質黒字のため▲で表示している。

－ －－ －

イ＝一般会計及び公営企業（法適用・法非適用）以外の特別会計のうち実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 ＝ ０
ロ＝公営企業の特別会計のうち資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 ＝ 0

ハ＝一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 ＝ 1,091,575
（一般898,579 ＋ 国保15,371 ＋ 診療所600 ＋ 介護157,962 ＋ 後期高齢18,825 + 訪看238）

ニ＝公営企業の特別会計のうち資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 ＝ 2,128,944
（水道366,790 ＋ 病院1,762,154 ＋  下水0）

（令和４年度:7.70899 ＋ 令和５年度:7.10917 ＋ 令和６年度:5.11353）／3 ＝ 6.6％

－ －－ －

各公営企業会計の資金不足額

①水道 ▲366,790  ②病院 ▲1,762,154  ③下水 0

※全ての企業会計事業について、資金不足額がないため資金不足比率を「－」で表示している。

48.9%
14,801,103 － 3,236,263

資 金 不 足 比 率 －

公営企業ごとの資金の不足額

公営企業ごとの事業規模

将 来 負 担 比 率 48.9

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

42,019,288－ （7,158,224 + 397,993 ＋ 28,798,569）

実 質 公 債 費 比 率 6.6
の３ヵ年平均

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

連結実質赤字比率 －

（イ＋ロ）－（ハ＋二） （ 0 ＋ 0 ） － （ 1,091,575 ＋ 2,128,944 ）
▲21.75％

標準財政規模 14,801,103

算 定 式

実 質 赤 字 比 率 －

普通会計（一般会計）の実質赤字額 ▲ 898,579
▲ 6.07%

標準財政規模 14,801,103

- 290 -



- 3 - 
 

① 実 質 赤 字 比 率  

普 通 会 計 （ 一 般 会 計 ） ベ ー ス に お け る 実 質 赤 字 額 が 標 準 財 政 規 模 に 占 め る 割 合

で 、令 和 ５ 年 度 及 び 令 和 ６ 年 度 と も に 赤 字 額 が 生 じ て い な い こ と か ら「 － 」で表示

しており、令和６年度における早期健全化基準の 12.79％を下回っている。 

 

② 連 結 実 質 赤 字 比 率  

全 て の 会 計（ 一 般 会 計 、５ 特 別 会 計 、3 公 営 企 業 会 計 ）を 合 わ せ た 赤 字 額 が 標 準

財 政 規 模 に 占 め る 割 合 で 、 令 和 ５ 年 度 及 び 令 和 ６ 年 度 と も に 赤 字 額 が 生 じ て い な

い こ と か ら「 － 」で 表 示 し て お り 、令 和 ６ 年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基 準 の 17.79％

を 下 回 っ て い る 。  

 

③ 実 質 公 債 費 比 率  

一 般 会 計 の 元 利 償 還 金（ 繰 上 償 還 額 は 除 く ）、公 営 企 業 等 に 係 る 一 般 会 計 か ら の

繰 出 金 及 び 構 成 市 町 と な っ て い る 一 部 事 務 組 合 に 係 る 経 費 負 担 の う ち 、 元 利 償 還

金 に 充 て ら れ た 額 等 の 合 計 額 が 、標 準 財 政 規 模（ 償 還 金 等 及 び 標 準 財 政 規 模 と も に

元 利 償 還 金・準 元 利 償 還 金 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 は 除 く ）に 占 め る 割 合 で 、

令 和 ６ 年 度（ ３ か 年 平 均 ）は 6.6％ と な っ て お り 、前 年 度（ ３ か 年 平 均 ）よ り 0.4

ポ イ ン ト 減 少 し た 。  

単 年 度（ 令 和 ６ 年 度 ）で は 、普 通 交 付 税 算 入 額 が 減 少 し た が 、繰 上 償 還 の 実 施 に

よ り 元 利 償 還 金 が 減 少 し 、 公 営 企 業 債 の 元 利 償 還 金 に 対 す る 繰 入 金 が 減 少 し た た

め 、 結 果 と し て 5.114％ と な っ て お り 、 前 年 度 よ り 1.995 ポ イ ン ト 減 少 し た 。  

な お 、早 期 健 全 化 基 準 25.0％ は 下 回 っ て お り 、地 方 債 発 行 が 県 へ の 協 議 制 か ら

許 可 制 と な る 18.0％ を 11.4 ポ イ ン ト 下 回 っ て い る 。  

 

④ 将 来 負 担 比 率  

一 般 会 計 に お け る 地 方 債 残 高 、 企 業 会 計 等 に お け る 地 方 債 残 高 の う ち 一 般 会 計

か ら の 繰 出 見 込 額 、一 部 事 務 組 合 に 係 る 負 担 見 込 額 、退 職 手 当 負 担 見 込 額 の 合 計 額

が 、標 準 財 政 規 模（ 将 来 負 担 額 及 び 標 準 財 政 規 模 と も に 交 付 税 に 算 入 さ れ る 額 等 は

除 く ）に 占 め る 割 合 で 、令 和 ６ 年 度 は 48.9％ と な っ て お り 、前 年 度 よ り 5.9 ポ イ

ン ト 減 少 し た 。  

主 な 要 因 と し て は 、普 通 交 付 税 に 算 入 さ れ る 公 債 費 等 が 減 少 し た が 、計 画 的 な 繰

上 償 還 の 実 施 に よ る 一 般 会 計 地 方 債 残 高 の 減 少 と 公 営 企 業 債 の 元 利 償 還 金 に 対 す

る 繰 出 見 込 額 の 減 少 に よ り 、 将 来 の 負 担 額 が 減 少 し た た め で あ る 。  

な お 、 令 和 ６ 年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基 準 の 350.0％ を 下 回 っ て い る 。  

 

⑤ 資 金 不 足 比 率  

各 公 営 企 業 の 資 金 の 不 足 額 の 事 業 規 模 に 対 す る 割 合 で 、 令 和 ５ 年 度 及 び 令 和 ６  
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年 度 と も に 全 て の 公 営 企 業 会 計 で 資 金 不 足 額 が 生 じ て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表

示 し て い る が 、 下 水 道 事 業 に お い て は 、 一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 で 収 支 が 成 り 立 っ

て い る 。  

な お 、 令 和 ６ 年 度 に お け る 経 営 健 全 化 基 準 の 20.0％ を 下 回 っ て い る 。  

 

(2)個 別 意 見  

① 連 結 実 質 赤 字 比 率 に つ い て  

全 会 計 の 実 質 収 支 、 資 金 不 足 額 の 合 計 は 黒 字 で あ る 。  

予 算 の 執 行 率 と 不 用 額 の バ ラ ン ス を 保 ち な が ら 、 引 き 続 き 健 全 な 財 政 運 営 に 努

め ら れ た い 。  

 

② 実 質 公 債 費 比 率 に つ い て  

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ） は 前 年 度 と 比 較 し て 0.4ポ イ ン ト 減 少 し 、 早 期

健 全 化 基 準 以 下 と な っ て い る だ け で な く 、 地 方 債 許 可 団 体 と な る 18.0％ を 下 回 っ

て い る 。  

こ れ は 、 計 画 的 に 繰 上 償 還 を 実 施 し た こ と に よ り 元 利 償 還 金 が 減 少 し た 結 果 に

よる もの で、 令和 ６ 年度 にお いて も433,826千円 の繰 上償 還 が実 施さ れて いる 。  

し か し な が ら 、 地 方 交 付 税 に 大 き く 依 存 す る 財 政 基 盤 の 弱 い 本 市 に お い て は 、

更 な る 財 政 の 健 全 化 と 比 率 の 抑 制 を 図 る べ く 、 引 き 続 き 繰 上 償 還 等 に よ り 実 質 公

債 費 比 率 の 抑 制 に 努 め ら れ た い 。  

 

③ 将 来 負 担 比 率 に つ い て  

将 来 負 担 比 率 に つ い て は 、 前 年 度 と 比 較 し て 5.9ポ イ ン ト 減 少 し て い る 。  

令 和 ６ 年 度 末 の 将 来 負 担 額 の 総 額 は 42,019,288千 円 で 、 そ の 内 普 通 会 計 に お

け る 地 方 債 現 在 高 は 25,182,613千 円 、 公 営 企 業 債 等 に 係 る 繰 出 金 及 び 組 合 負 担

等見込額は14,141,268千円で起債償還に係るものが全体の93.6％を占めている。 

分 子 と な る 将 来 負 担 額 の 内 、 充 当 可 能 な 基 金 、 公 営 住 宅 家 賃 の 特 定 財 源 、 地 方

債 償 還 財 源 と し て 交 付 税 算 入 さ れ る 額 を 除 く 一 般 財 源 負 担 額 は 、 5,664,502千

円 で 、 計 画 的 に 繰 上 償 還 を 実 施 し た こ と に よ り 元 利 償 還 金 が 減 少 し た な ど の 結

果 、 令 和 ５ 年 度 よ り 576,493千 円 の 減 と な っ た 。 ま た 、 分 母 の 標 準 財 政 規 模 か

ら 算 入 公 債 費 等 を 除 い た 額 に つ い て は 196,041千 円 の 増 と な っ た た め 、 結 果 と

し て 将 来 負 担 比 率 は 48.9％ と 前 年 比 で 5.9ポ イ ン ト の 減 と な っ た 。  

今 後 、 新 病 院 建 設 の 実 施 、 ま た 、 上 下 水 道 を 中 心 に 施 設 の 耐 用 年 数 を 迎 え る な
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ど 施 設 更 新 に よ る 経 費 の 増 加 が 見 込 ま れ て い る 。 更 な る 計 画 的 な 財 政 運 営 が 必 要

で あ り 、 ふ る さ と 納 税 制 度 や J-ク レ ジ ッ ト 制 度 に よ る 自 主 財 源 の 確 保 と と も に 、

将 来 負 担 の 軽 減 に 努 め ら れ た い 。  

 

④ 資 金 不 足 比 率 に つ い て  

各 公 営 企 業 と も 資 金 不 足 を 生 じ て は い な い が 、 病 院 事 業 特 別 会 計 に つ い て は 令

和 ５ 年 度 か ら 資 金 が 減 少 傾 向 と な っ て い る 。 水 道 事 業 ・ 下 水 道 事 業 特 別 会 計 に つ

い て は 依 然 厳 し い 状 況 で あ り 、 水 道 料 金 の 改 定 が 令 和 ５ 年 度 か ら 段 階 的 に 行 わ れ

た が 、 下 水 道 使 用 料 に つ い て も 適 正 な 使 用 料 水 準 の 検 討 を は じ め る 必 要 が あ る 。

新 病 院 建 設 及 び 上 下 水 道 施 設 の 将 来 的 な 更 新 に 向 け て 、 よ り 一 層 の 経 営 改 善 に 努

め ら れ た い 。  

 

⑤ ま と め  

計 画 的 な 繰 上 償 還 等 の 実 施 に よ り 、 実 質 公 債 費 比 率 に つ い て は 25.0％ を 下 回

っ て お り 、 将 来 負 担 比 率 に つ い て も 、 同 じ く 計 画 的 な 繰 上 償 還 等 に よ り 減 少 傾 向

に あ る 。 こ れ ら の 比 率 は 、 財 政 健 全 化 法 に 示 さ れ て い る 基 準 に は 該 当 せ ず 、 健 全

な 財 政 運 営 に 努 め て い る 結 果 で あ る が 、 あ く ま で も 現 状 の 財 政 状 況 の 指 標 で あ っ

て 、 宍 粟 市 に と っ て 最 大 の 懸 案 事 項 で あ る 人 口 減 少 の 要 素 は 含 ま れ て い な い 。  

物 価 高 騰 が 依 然 と 続 く な か 、 自 主 財 源 に 乏 し く 地 方 交 付 税 に 大 き く 依 存 す る 宍

粟 市 に と っ て は 、 い ま も 厳 し い 現 実 に 立 た さ れ て い る 。 長 期 的 な 視 点 に 立 ち 、 人

口 減 少 社 会 を 見 据 え る 中 で 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 と い う 理 念 に 基 づ き 、 効 率

的 な 業 務 の 運 営 と 更 な る 改 善 に 引 き 続 き 取 り 組 む 必 要 が あ る 。  

全 国 的 な 賃 上 げ に 伴 う 人 件 費 の 増 加 を は じ め 、物 価 高 騰 に よ る 経 常 経 費 が 年 々 、

増 加 し て い る な か で 、 新 病 院 建 設 は 独 立 採 算 制 を 原 則 と す る 公 営 企 業 会 計 の 事 業

で は あ る が 、 地 方 公 営 企 業 法 に 基 づ く 公 営 企 業 債 等 に 係 る 一 般 会 計 か ら の 繰 出 金

が 増 加 す る こ と と 合 わ せ 、将 来 負 担 比 率 の 増 加 が 見 込 ま れ て い る 。本 当 に 必 要 な も

の は 何 か 、削 減 で き る 事 業 は な い か 日 常 的 に 検 証 を 行 い 、財 政 の 健 全 化 、ス リ ム 化

に 努 め ら れ た い 。  
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報告第12号 

 

市議会の権限に属する事項中市長の専決処分事項の報告について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により定めた市長において専決処分をすることができる事項について、次のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

令和７年８月29日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  

 

事件概要 相 手 方 損害賠償額 専決年月日 

令和７年６月25日午後３時頃、宍粟市山崎町加生51番地１地先（市道加生８号線と里道

との境界）において、市の道路の管理瑕疵により、相手方所有の財物を破損させたもの 

宍粟市 

個人 
14,210円 

令和７年 

８月４日 

インターネット回線使用料の支払事務において、宍粟市職員が過失により支払処理を遅

延したもの 

東京都港区港南一丁目２番70号 

品川シーズンテラス 

ＮＴＴファイナンス株式会社 

７円 
令和７年 

８月20日 
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